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安保破棄中央実行委員会結成 60 周年の集い講演資料 2024.9.14. 渡辺治 

（資料１）２０１８年３月２５日自民党大会に向けまとめられた改憲４項目案 

 [９条] 

 （第９条 日本国民は、正義と秩序を基調とする国際平和を誠実に希求し、国権の発動たる戦

争と武力による威嚇又は武力の行使は、国際紛争を解決する手段としては永久にこれを放棄す

る。 

２ 前項の目的を達するため、陸海空軍その他の戦力は、これを保持しない。国の交戦権

は、これを認めない。） 

 ９条の２ 前条の規定は、我が国の平和と独立を守り、国及び国民の安全を保つために必要な

自衛の措置をとることを妨げず、そのための実力組織として、法律の定めるところにより、内閣

の首長たる内閣総理大臣を最高の指揮監督者とする自衛隊を保持する。 

（２）自衛隊の行動は、法律の定めるところにより、国会の承認その他の統制に服する。 

[緊急事態条項] 

 ６４条の２ 大地震その他の異常かつ大規模な災害により、衆議院議員の総選挙又（また）は

参議院議員の通常選挙の適正な実施が困難であると認めるときは、国会は、法律で定めるところ

により、各議院の出席議員の三分の二以上の多数で、その任期の特例を定めることができる。 

 ７３条の２ 大地震その他の異常かつ大規模な災害により、国会による法律の制定を待ついと

まがないと認める特別の事情があるときは、内閣は、法律で定めるところにより、国民の生命、

身体及び財産を保護するため、政令を制定することができる。 

 （２）内閣は、前項の政令を制定したときは、法律で定めるところにより、速やかに国会の承

認を求めなければならない。 

[合区解消] 

 ４７条 両議院の議員の選挙について、選挙区を設けるときは、人口を基本とし、行政区画、

地域的な一体性、地勢等を総合的に勘案して、選挙区及び各選挙区において選挙すべき議員の数

を定めるものとする。参議院議員の全部又は一部の選挙について、広域の地方公共団体のそれぞ

れの区域を選挙区とする場合には、改選ごとに各選挙区において少なくとも一人を選挙すべきも

のとすることができる。 

 （２）前項に定めるもののほか、選挙区、投票の方法その他両議院の議員の選挙に関する事項

は、法律でこれを定める。 

 ９２条 地方公共団体は、基礎的な地方公共団体及びこれを包括する広域の地方公共団体とす

ることを基本とし、その種類並びに組織及び運営に関する事項は、地方自治の本旨に基づいて、

法律でこれを定める。 

[教育] 

 ２６条（３） 国は、教育が国民一人一人の人格の完成を目指し、その幸福の追求に欠くこと

のできないものであり、かつ、国の未来を切り拓（ひら）く上で極めて重要な役割を担うもので

あることに鑑み、各個人の経済的理由にかかわらず教育を受ける機会を確保することを含め、教

育環境の整備に努めなければならない。 
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（資料２） 日米共同声明「新たな時代における日米グローバル・パートナーシップ」（2021

年 4 月 16 日） 

日米同盟は揺るぎないものであり、日米両国は、地域の課題に対処する備えがかつてなくでき

ている。①日米同盟は、普遍的価値及び共通の原則に対するコミットメントに基づく自由で開か

れたインド太平洋そして包摂的な経済的繁栄の推進という共通のビジョンを推進する。 

日米両国は、主権及び領土一体性を尊重するとともに、平和的な紛争解決及び威圧への反対にコ

ミットしている。日米両国は、国連海洋法条約に記されている航行及び上空飛行の自由を含む、

海洋における共通の規範を推進する。（以下略） 

④日本は同盟及び地域の安全保障を一層強化するために自らの防衛力を強化することを決意し

た。米国は、核を含むあらゆる種類の米国の能力を用いた日米安全保障条約の下での日本の防衛

に対する揺るぎない支持を改めて表明した。 

米国はまた、日米安全保障条約第5条が尖閣諸島に適用されることを再確認した。日米両国は

共に、尖閣諸島に対する日本の施政を損おうとするいかなる一方的な行動にも反対する。 

 日米両国は、困難を増す安全保障環境に即して、抑止力及び対処力を強化すること、サイバー

及び宇宙を含む全ての領域を横断する防衛協力を深化させること、そして、拡大抑止を強化する

ことにコミットした。 

日米両国はまた、より緊密な防衛協力の基礎的な要素である、両国間のサイバーセキュリティ

及び情報保全強化並びに両国の技術的優位を守ることの重要性を強調した。 

⑤日米両国は、普天間飛行場の継続的な使用を回避するための唯一の解決策である、辺野古にお

ける普天間飛行場代替施設の建設、馬毛島における空母艦載機着陸訓練施設、米海兵隊部隊の沖

縄からグアムへの移転を含む、在日米軍再編に関する現行の取決めを実施することに引き続きコ

ミットしている。（以下略） 

②菅総理とバイデン大統領は、インド太平洋地域及び世界の平和と繁栄に対する中国の行動の影

響について意見交換するとともに、経済的なもの及び他の方法による威圧の行使を含む、ルール

に基づく国際秩序に合致しない中国の行動について懸念を共有した。 

日米両国は、普遍的価値及び共通の原則に基づき、引き続き連携していく。 

日米両国はまた、地域の平和及び安定を維持するための抑止の重要性も認識する。 

日米両国は、東シナ海におけるあらゆる一方的な現状変更の試みに反対する。 

日米両国は、南シナ海における、中国の不法な海洋権益に関する主張及び活動への反対を改め

て表明するとともに、国際法により律せられ、国連海洋法条約に合致した形で航行及び上空飛行

の自由が保証される、自由で開かれた南シナ海における強固な共通の利益を再確認した。 

③日米両国は、台湾海峡の平和と安定の重要性を強調するとともに、両岸問題の平和的解決を促

す。（以下略） 

 

 

 

（資料3）国家安全保障戦略要旨 2022.12.16. 
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Ⅰ 策定の趣旨 

日本は戦後最も厳しく複雑な安全保障環境に直面している。本戦略に基づく戦略的な指針と施策は戦

後の日本の安保政策を実践面から大きく転換するものだ。 

Ⅵ 日本が優先する戦略的なアプローチ 

2 戦略的なアプローチとそれを構成する主な方策 

ア 国家安全保障の最終的な担保である防衛力の抜本的強化 

国際社会において、力による一方的な現状変更及びその試みが恒常的に生起し、我が国周辺における

軍備増強が急速に拡大している。ロシアによるウクライナ侵略のように国際秩序の根幹を揺るがす深

刻な事態が、将来、とりわけ東アジアにおいて発生することは排除されない。このような安全保障環

境に対応すべく、防衛力を抜本的に強化していく。（中略） 

このような視点に立ち、宇宙・サイバー・電磁波の領域及び陸・海・空の領域における能力を有機的

に融合し、その相乗効果により自衛隊の全体の能力を増幅させる領域横断作戦能力に加え、侵攻部隊

に対し、その脅威圏の外から対処するスタンド・オフ防衛能力等により、重層的に対処する。また、

有人アセットに加え、無人アセット防衛能力も強化すること等により、様々な防衛能力が統合された

防衛力を構築していく。さらに、現有装備品を最大限有効に活用するため、可動率向上や弾薬・燃料

の確保、主要な防衛施設の強靱化により、防衛力の実効性を一層高めていくことを最優先課題として

取り組む。 

我が国への侵攻を抑止する上で鍵となるのは、スタンド・オフ防衛能力等を活用した反撃能力である。

近年、我が国周辺では、極超音速兵器等のミサイル関連技術と飽和攻撃など実戦的なミサイル運用能

力が飛躍的に向上し、質・量ともにミサイル戦力が著しく増強される中、ミサイルの発射も繰り返さ

れており、我が国へのミサイル攻撃が現実の脅威となっている。こうした中、今後も、変則的な軌道

で飛翔するミサイル等に対応し得る技術開発を行うなど、ミサイル防衛能力を質量ともに不断に強化

していく。しかしながら、弾道ミサイル防衛という手段だけに依拠し続けた場合、今後、この脅威に

対し、既存のミサイル防衛網だけで完全に対応することは難しくなりつつある。このため、相手から

ミサイルによる攻撃がなされた場合、ミサイル防衛により飛来するミサイルを防ぎつつ、相手からの

更なる武力攻撃を防ぐために、我が国から有効な反撃を相手に加える能力、すなわち反撃能力を保有

する必要がある。（中略） 

2027年度までに日本への侵攻に日本が主たる責任をもって対処し、同盟国などの支援を受けつつ阻

止・排除できるよう防衛力を強化する。おおむね10年後までにより早期かつ遠方で日本への侵攻を阻

止・排除できるようにする。 

上記の自衛隊の体制整備や防衛に関する施策は、かつてない規模と内容を伴うものである。また、防

衛力の抜本的強化は、一時的な支出増では対応できず、一定の支出水準を保つ必要がある。そのため、

これら施策は、本戦略を踏まえ、国家防衛戦略及び防衛力整備計画に基づき実現するとともに、その



 4

財源についてしっかりした措置を講じ、これを安定的に確保していく。27年度において防衛力の抜本

的強化とそれを補完する取り組みのための予算水準が現在の国内総生産（GDP）の2%に達するよう所

要の措置を講ずる。 

（3）米国との安保面における協力の深化 

我が国の防衛力を抜本的に強化しつつ、米国との安全保障面における協力を深化すること等により、

核を含むあらゆる能力によって裏打ちされた米国による拡大抑止の提供を含む日米同盟の抑止力と対

処力を一層強化する。具体的には、日米の役割・任務・能力に関する不断の検討を踏まえ、日米の抑

止力・対処力を強化するため、同盟調整メカニズム（ACM）等の調整機能を更に発展させつつ、領域横

断作戦や我が国の反撃能力の行使を含む日米間の運用の調整、相互運用性の向上、サイバー・宇宙分

野等での協力深化、先端技術を取り込む装備・技術面での協力の推進、日米のより高度かつ実践的な

共同訓練、共同の柔軟に選択される抑止措置（FDO）、共同の情報収集・警戒監視・偵察（ISR）活動、

日米の施設の共同使用の増加等に取り組む。その際、日米がその能力を十分に発揮できるよう、情報

保全、サイバーセキュリティ等の基盤を強化する。 

 

 

（資料４）2024.04.11.日米首脳共同声明「未来のためのグローバル・パートナー」要旨  

 過去３年間を経て、日米同盟は前例のない高みに到達した。我々がこの歴史的な瞬間に至ったのは、

我々がそれぞれ、そして共に、わずか数年前には不可能と思われたような方法で、我々の共同での能

力を強化するために勇気ある措置を講じたためである。 

自由で開かれたインド太平洋と世界を実現するために、日米両国が共に、そして他のパートナーと

共に絶え間ない努力を続けることを誓う。 

 【防衛・安全保障協力の強化】 

 グローバルなパートナーシップの中核は、日米安全保障条約に基づく２国間の防衛・安全保障協力

であり、これはかつてないほど強固だ。岸田首相は、日本の防衛力と役割を抜本的に強化し、同条約

の下で米国との緊密な連携を強化することへの日本の揺るぎないコミットメントを改めて確認した。

バイデン大統領はまた、日米安全保障条約５条が尖閣諸島に適用されることを改めて確認した。我々

は、尖閣諸島に対する日本の長きにわたり、かつ、平穏な施政を損なおうとする行為を通じたものを

含む、中国による東シナ海における力又は威圧によるあらゆる一方的な現状変更の試みにも強い反対

の意を改めて表明した。我々は、日米の抑止力・対処力を強化するため、南西諸島を含む地域におけ

る同盟の戦力態勢の最適化が進展していることを歓迎し、この取り組みを更に推進することの重要性

を確認する。 
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米国は、日本が自国の国家安全保障戦略に従い、２０２７年度に防衛力とそれを補完する取り組み

にかかる予算を国内総生産（ＧＤＰ）比２％へ増額する計画、反撃能力を保有する決定及び自衛隊の

指揮・統制を強化するために自衛隊の統合作戦司令部を新設する計画を含む、防衛力の抜本的強化の

ために日本が講じている措置を歓迎する。これらの取り組みは共に、日米同盟を強化し、インド太平

洋地域の安定に貢献しつつ、日米の防衛関係をかつてないレベルに引き上げ、日米安全保障協力の新

しい時代を切りひらくことになる。 

 平時と有事における自衛隊と米軍の相互運用性、計画策定の強化を可能にするため、それぞれの指

揮・統制の枠組みを向上させる。より効果的な日米同盟の指揮・統制は、抑止力を強化し、自由で開

かれたインド太平洋を促進する。日米それぞれの外務・防衛担当省庁に対し、日米安全保障協議委員

会（２プラス２）を通じてこの新しい関係を発展させるよう求める。 

我々はまた、同盟の戦力態勢を強化し、高度な基地能力を構築し、脅威に対する抑止及び防衛に必

要な備えを増強させるための取り組みを引き続き実施していく。我々は、日本固有のスタンド・オフ・

プログラムを強化するための米国の物品及び技術的支援を含む、日本の一連の反撃能力の効果的な開

発及び運用に向けた２国間協力を深化させることを決意する。米国は、日本が米国製巡航ミサイル「ト

マホーク」システムの運用能力を獲得するための訓練計画及び艦艇の改修を開始するとのコミットメ

ントを表明した。 

 日米は、志を同じくする地域のパートナーとの関係を引き続き構築する。（米英豪３か国の）ＡＵ

ＫＵＳ（オーカス）は、先進能力プロジェクトに関する日本との協力を検討している。我々は、日米

韓の間の毎年の複数領域における共同訓練の実施に向けた進展を歓迎する。 

 米国は、地域における抑止力を強化するための共同開発・生産を通じた協力を増進することになる、

日本の防衛装備移転３原則及びその運用指針の改正を歓迎する。我々は、日米の防衛産業が連携する

優先分野を特定するために、防衛省と米国防総省が主導する日米防衛産業協力・取得・維持整備定期

協議（ＤＩＣＡＳ）を開催する。対象にはミサイルの共同開発、共同生産、米海軍艦船、米空軍航空

機の共同維持整備が含まれる。日米共通のジェット練習機といった最先端技術の共同開発・生産の機

会を追求する作業部会を設置する。 

日米両国は、抑止力を維持し、及び地元への影響を軽減するため、普天間飛行場の継続的な使用を回

避するための唯一の解決策である辺野古における普天間飛行場代替施設の建設を含め、沖縄統合計画

に従った在日米軍再編の着実な実施に強くコミットしている。（以下略） 
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（資料 5）日中共同声明、日中平和友好条約 

１ 日中共同声明 1972年 

 

３ 中華人民共和国政府は、台湾が中華人民共和国の領土の不可分の一部であることを重ねて表

明する。日本国政府は、この中華人民共和国政府の立場を十分理解し、尊重し、ポツダム宣言第

八項に基づく立場を堅持する。 

６ 日本国政府及び中華人民共和国政府は、主権及び領土保全の相互尊重、相互不可侵、内政に

対する相互不干渉、平等及び互恵並びに平和共存の諸原則の基礎の上に両国間の恒久的な平和友

好関係を確立することに合意する。 

 両政府は、右の諸原則及び国際連合憲章の原則に基づき、日本国及び中国が、相互の関係にお

いて、すべての紛争を平和的手段により解決し、武力又は武力による威嚇に訴えないことを確認

する。 

 

２ 日中平和友好条約 1978年 

第１条 

１ 両締約国は、主権及び領土保全の相互尊重、相互不可侵、内政に対する相互不干渉、平等

及び互恵並びに平和共存の諸原則の基礎の上に、両国間の恒久的な平和友好関係を発展させるも

のとする。  

２ 両締約国は、前記の諸原則及び国際連合憲章の原則に基づき、相互の関係において、すべ

ての紛争を平和的手段により解決し及び武力又は武力による威嚇に訴えないことを確認する。 

 

 

 

（資料 6）福田ドクトリン 

（１）日本は平和に徹し軍事大国にならないことを決意しており、ASEANひいては世界の平和と

繁栄に貢献する。 

（２）日本はASEANの国々との間に、政治、経済のみならず社会、文化など広範な分野において、

真の友人として「心と心の触れあう」相互信頼関係を構築する。 

（３）日本とASEANは対等なパートナーであり、日本はASEANおよびその加盟国の連帯と強靭性

強化に協力し、インドシナ諸国との間には相互理解に基づく関係の醸成をはかり、もって東南ア

ジア全域にわたる平和と繁栄の構築に寄与する。 

 


